
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１０回原子力防災会議
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令和２年度 (第１０回 )原子力防災会議

令 和 ２ 年 ６ 月 ２ ２ 日 

1 0 : 1 4 ～ 1 0 : 2 5

官邸４階大会議室 (テレビ会議 )

議事次第

議題１．「女川
おながわ

地域の緊急時対応」の確認結果について（報告）

議題２．原子力災害対策マニュアルの改訂について（報告）
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配布資料一覧

議事次第

資料１－１ 「女川地域の緊急時対応」の取りまとめについて

資料１－２ 「女川地域の緊急時対応」の改定について

資料１－３ 女川地域の緊急時対応（概要版）

資料１－４ 女川地域の緊急時対応（全体版）

資料２ 原子力災害対策マニュアルの改訂について



 

 

 

   

   

 

 

 

  

 

 

  

 

  

 

   

 

   

  

 

  

 

  

 

  

（内閣総理大臣入室） 

○ 菅内閣官房長官 ただ今から、第１０回原子力防災会議を開催いたします。

本日の議題は、二つでございます。

（議第１） 

○ 菅内閣官房長官 まず、最初の議題、「女川地域の緊急時対応の確認結果」について、

原子力防災担当大臣、説明をお願いします。 

○ 小泉原子力防災担当大臣 地域の防災計画、避難計画については、国と自治体が一体

となって、緊急時の対応の具体化、充実化に取り組んでいます。

女川地域については、３月２５日及び６月１７日に女川地域原子力防災協議会を開催

し、同地域の緊急時対応について確認を行いました。

当該緊急時対応の概要については、内閣府政策統括官から説明いたします。 

○ 荒木内閣府政策統括官 お手元の資料１－１を御覧ください。

女川原子力発電所は宮城県の牡鹿半島に位置し、原子力災害対策重点区域内には、女

川町及び石巻市など、７市町が含まれています。

当該重点区域の人口は約２０万人です。この地域の主な特徴は、半島の南側から北に

向かって陸路で移動する場合には、発電所の近くを通ることとなること、半島の周辺に

離島があることであり、この地域の防護措置として、放射性物質が放出される前の段階

から、予防的に避難等を実施することとしています。

東日本大震災の被災地でもある当該地域においては、津波や地震などとの複合災害の

発生を想定した防護措置として、特に半島部や周辺離島は陸路、海路、空路といった複

数の避難手段を確保しています。天候の悪化などにより避難が困難な場合には、天候等

が回復するまでの間は自宅等で屋内退避を行うこととなりますが、安心して屋内退避を

していただけるよう、地元自治体の要望も踏まえた屋内退避施設の放射線防護対策を進

めています。

また、当該重点区域の中で避難等に際して、支援や配慮が必要な方々の人数や居住地
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の状況等を把握し、それらに必要な輸送手段や避難先等を確保しています。

さらに、新型コロナウイルス感染症等の感染症流行下において、原子力災害が発生し

た場合の避難車両、避難所における感染拡大防止策等の基本的な考え方を盛り込んでお

ります。

原子力災害への備えに終わりや完璧はないことから、引き続き関係自治体と一体とな

って、緊急時対応のさらなる改善に、継続的に取り組んでまいります。

以上でございます。 

○ 菅内閣官房長官 ただいまの説明について、発言をお願いいたします。

まずは、原子力規制委員会委員長。 

○ 更田原子力規制委員会委員長 女川地域原子力防災協議会において確認された「女川

地域の緊急時対応」は、原子力災害対策指針に沿った具体的かつ合理的なものであると

考えております。

原子力規制委員会としては、今回確認された計画などに基づき、緊急時の役割を確実

に果たしてまいりたいと考えております。

以上です。 

○ 菅内閣官房長官 次に、防災担当大臣、国家公安委員会委員長。 

○ 武田防災担当大臣兼国家公安委員会委員長 まずは防災担当大臣として申し上げます。

自然災害と原子力災害の複合災害に的確に対応できるよう、緊急災害対策本部と原子

力災害対策本部の意思決定の一元化、情報収集及び指示・調整の一元化にしっかり取り

組む所存であります。

続いて、国家公安委員会委員長として申し上げます。

原子力発電所において災害が発生した場合、警察では、速やかに体制を構築するとと

もに、関係機関と連携し、被害の拡大防止を図ります。

また、被害状況等を踏まえ、警察災害派遣隊を派遣するほか、緊急時対応において不

測の事態が生じた場合には、住民の安全を最優先とし、必要な活動を適切に実施してい

く所存であります。
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以上です。 

○ 菅内閣官房長官 次に、総務大臣。 

○ 高市総務大臣 総務省としては、不測の事態が生じた場合には、関係県の要請などに

応じ、緊急消防援助隊の派遣により、避難行動要支援者や傷病者の搬送、住民への避難

指示の伝達などについて、広域的に支援をしてまいります。

以上です。 

○ 菅内閣官房長官 次に、国土交通大臣。 

○ 青木国土交通副大臣 原子力災害発生時には、海上保安庁が、巡視船艇・航空機を派

遣し、海上における警戒活動、放射線モニタリングの支援を行います。住民の避難につ

いては、民間船舶では対応が困難な場合には、状況に応じて海上保安庁の巡視船艇又は

航空機を派遣して対応いたします。

国土交通省としては、関係省庁や地元自治体と緊密に連携し、対応をしてまいります。

以上でございます。 

○ 菅内閣官房長官 次に、防衛大臣。 

○ 河野防衛大臣 自衛隊は、女川地域において原子力災害が発生した場合には、宮城県

知事などからの要請を受けて、多賀城駐屯地の第 22即応機動連隊を主力とした陸上部隊、

航空機、艦艇等を派遣し、関係機関と緊密に連携しながら、避難住民の輸送、簡易除染

などの支援活動を実施いたします。 

○ 菅内閣官房長官 次に、経済産業大臣。 

○ 梶山経済産業大臣 今回の「緊急時対応」を踏まえ、東北電力に対しては、住民避難

時の線量検査や放射線防護資機材の貸与など、原子力災害時の対応に、他の事業者とも

緊密に連携してしっかりと取り組むよう指導してまいります。
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以上です。 

○ 菅内閣官房長官 それでは、原子力防災担当大臣。 

○ 小泉原子力防災担当大臣 今回の緊急時対応の取りまとめに当たっては、関係省庁に

は様々な御協力をいただきました。まずありがとうございます。女川以外の地域も含め

て、引き続き御協力をお願いいたします。

特に自衛隊を始め、警察、消防、そして海保、このような実働部隊の皆さんには、地

元から現地で、自治体から強い期待が寄せられておりますので、各担当の大臣におかれ

ましては、万が一の場合の対応についてよろしくお願いいたします。

また、感染症流行下では、可能な限り感染防止対策との両立を図り対応しますが、万

が一の際には被ばくと被ばくリスクの回避を優先するなど、国民の生命・健康を守るこ

とを最優先に取り組んでまいります。

今後とも、関係自治体と一体となって、感染症流行下での原子力災害対策に万全を期

してまいります。 

○ 菅内閣官房長官 それでは、原子力防災会議としては、ただいまの報告を了承したい

と思いますが、よろしいでしょうか。

（異議なし） 

○ 菅内閣官房長官 ありがとうございます。

次の議題に参ります。

（議第２） 

○ 菅内閣官房長官 次に、本会議の下に設置されている原子力防災会議幹事会において、

「原子力災害対策マニュアル」を策定しており、改定を行った場合には、本会議に報告

することとされています。

今般、資料２のとおり、改定の報告がありましたので、資料の配付にて幹事会からの

報告に代えさせていただきます。
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以上で予定の議題は終了いたしました。

最後に安倍総理から御発言をお願いいたします。

ここでプレスが入りますので、少々お待ちください。

（報道関係者入室）

（締めくくり挨拶） 

○ 菅内閣官房長官 それでは、総理、お願いします。 

○ 安倍内閣総理大臣 本日、「女川地域の緊急時対応」を了承しました。半島部や離島

を含むこの地域においては、複合災害にも備えた重層的な避難手段を確保する必要があ

り、今回の緊急時対応の策定に当たって、宮城県を始め、関係自治体、関係機関の御協

力に感謝申し上げます。

災害対策に終わりはありません。国としても引き続き、関係自治体、事業者と緊密に

連携しながら、今後の訓練などを通じて今回の「緊急時対応」を継続的に検証、改善し

てまいります。

また、今回の「緊急時対応」には、今般の新型コロナウイルス感染症の拡大を受け、

避難に当たっては密集を避け、極力分散を図ることとするなど、被ばく防護措置と感染

防止対策の両立も図っています。

万が一にしっかりと備え、国民の生命、身体や財産を守ることは政府の重大な責務で

す。今後とも関係大臣は協力して、原子力災害対応に万全を期してください。 

○ 菅内閣官房長官 プレスはここで御退室願います。

（報道関係者退室） 

○ 菅内閣官房長官 以上をもちまして、第１０回原子力防災会議を終了いたします。

以上
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